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上士幌町定住促進賃貸住宅建設助成事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、上士幌町内に賃貸住宅を建設する者（以下「住宅建設者」という。）

に対して助成措置を講じることにより、民間活力による賃貸住宅の建設促進、町民の

定住及び町内への移住促進、並びに民間賃貸住宅における断熱性能及び省エネルギー

性能の向上を図ることを目的とする。 

 

（助成の対象等） 

第２条 助成の対象となる賃貸住宅（以下「助成物件」という。）は、組立式仮設住宅

以外の新築建物とする。ただし、各戸に玄関、便所、浴室及び台所が設けられている

こと。 

２ 助成の対象となる住宅建設者は、個人又は法人とする。ただし、次の各号のいずれ

かに該当する者を除く。 

（１） 町税等を滞納している者 

（２） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号から第５号に規定する暴力団の構成員である者 

（３） 破壊活動防止法（昭和２７年法律第２４０号）第４条に規定する暴力主義的

破壊活動を行う団体等に所属している者 

３ 助成物件は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）に適合する構造及び上士幌

町の気候風土に適した賃貸住宅を建設するものとする。 

４ 次の各号に該当する賃貸住宅は、助成の対象としない。 

（１） 住宅建設者が個人の場合、当該個人又は当該個人の２親等以内の親族が入居

するもの。 

（２） 住宅建設者が法人の場合、当該法人の役員及び当該役員の２親等以内の親族

が入居するもの。 

 

（定義） 

第２条の２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めると

ころによる。 

（１） 町内業者  建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第３項に規定す

る建設業者又は同法第３条第１項ただし書きに規定する軽微な建設工事のみ

を請け負う事を営業とするもので、法人にあっては本店を町内に有し、個人に

あっては町内に主たる事業所を有する者をいう。 
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（認定） 

第３条 住宅建設者は、助成物件の建設に着手する前に、上士幌町定住促進賃貸住宅建

設助成事業認定申請書（様式第１号）を町長に提出し、事業の認定を受けなければな

らない。 

２ 町長は、前項の認定の申請があったときは、内容を審査し認定することが適当と認

めたときは、上士幌町定住促進賃貸住宅建設助成事業認定通知書（様式第２号）によ

り住宅建設者（以下「事業認定者」という。）に通知する。 

３ 前項により事業認定を受けた日の属する年度の３月３１日までに助成物件が完成

しない場合にあっては、事業認定を取り消すものとする。ただし、町長が遅延理由を

認めたときは、この限りでない。 

４ 事業認定者は、助成物件の建設に着手したときには、上士幌町定住促進賃貸住宅建

設助成事業工事着手届（様式第３号）を町長に提出するものとする。 

５ 事業認定者は、次の各号のいずれかに該当するに至った場合は、上士幌町定住促進

賃貸住宅建設助成事業認定変更申請書（様式第４号）を町長に提出し、承認を受けな

ければならない。 

（１）事業認定内容の変更を行う場合 

（２）助成事業を中止又は廃止する場合 

６ 町長は、前項の申請があったときはその内容を審査し、承認することが適当と認め

たときは、上士幌町定住促進賃貸住宅建設助成事業変更承認通知書（様式第５号）に

より事業認定者に通知するものとする。 

 

（検査及び検定） 

第４条 事業認定者は、助成物件の建設中に一回以上、上士幌町定住促進賃貸住宅建設

助成事業工事中間検査申請書（様式第６号）を町長に提出し、中間検査（断熱材の確

認等）を受けなければならない。 

２ 事業認定者は、助成物件が完成したときは、上士幌町定住促進賃貸住宅建設助成事

業工事完成届（様式第７号）を町長に提出し、完了検定を受けなければならない。 

 

（助成） 

第５条 町長は、事業認定者に対して、毎年度の予算の範囲内で、次の区分により助成

を行なう。ただし、助成物件の建築床面積は建築基準法施行令（昭和２５年政令第３

３８号）に基づく延べ面積とし、所有者が管理するために占用する面積、及び助成物

件の本体から独立した建築物は除くものとする。 

（１） 戸建住宅で建築床面積が４９．５平方メートル以上のものの建設に要した経

費に対し、別表第１の額を助成する。ただし、上士幌型脱炭素住宅認定基準（令

和５年４月１日制定）に規定する戸建住宅の基準に適合するものについては、
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別表第４の額を助成する。 

（２） １棟２戸建以上の集合住宅で、１戸当り建築床面積が４９．５平方メートル

以上のものの建設に要した経費に対し、別表第２の額を助成する。ただし、上

士幌型脱炭素住宅認定基準に規定する集合住宅の基準に適合するものについ

ては、別表第５の額を助成する。 

（３） 戸建住宅又は１棟２戸建以上の集合住宅で、１戸当り建築床面積が１９．８

平方メートル以上４９．５平方メートル未満のものの建設に要した経費に対し、

別表第３の額を助成する。ただし、上士幌型脱炭素住宅認定基準に規定する戸

建住宅又は集合住宅の基準に適合するものについては、別表第６の額を助成す

る。 

２ 前項により算出した額に１万円未満の端数が生じた場合は、その金額を切り捨てる

ものとする。 

３ 助成金の交付を受けようとする事業認定者は、前条第２項の完了検定を受けた後に、

上士幌町定住促進賃貸住宅建設助成金交付申請書（様式第８号）を町長に提出するも

のとする。 

４ 町長は、前項の交付申請があったときは、当該助成金の交付額を確定し、上士幌町

定住促進賃貸住宅建設助成金交付決定通知書（様式第９号）により、事業認定者に通

知するものとする。 

５ 町長は、前項の助成金交付額の確定後、事業認定者から提出される上士幌町定住促

進賃貸住宅建設助成金請求書（様式第１０号）に基づき、すみやかに助成金を交付す

るものとする。 

 

（認定及び助成の取り消し等） 

第６条 町長は、事業認定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、認定若

しくは助成の決定を取り消し、又は既に交付した助成金の全部若しくは一部の返還を

命ずることができる。 

（１） 助成金を受領した後、７年以内に賃貸住宅を他の用途に変更したとき。ただ

し、町長が用途変更を認めたときは、この限りでない。 

（２） 助成金の交付内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

（３） 虚偽、その他不正な手段により助成金の交付を受けたとき、又は受けようと

したとき。 

 

（地位の承継） 

第７条 事業認定者が、次の各号のいずれかに該当するに至った場合は、当該各号に掲

げる者は、上士幌町定住住宅建設助成金地位承継承認申請書（様式第１１号）により、

理由を付して町長に提出する。 
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（１） 事業認定者が死亡又は廃業等した場合は、その承継事業者又は相続人。 

（２） 法人が合併等をした場合は、合併等により設立された法人。 

（３） 賃貸住宅を譲渡した場合、その譲受人。 

２ 町長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、承認することが適当と認

められるときは、上士幌町定住促進賃貸住宅建設助成金地位承継承認通知書（様式第

１２号）により、前項各号に掲げる者に通知し、前項各号に掲げる者はその地位を承

継する。 

 

（報告等） 

第８条 認定者は、町長から入居状況等について報告及び調査を求められたときは、協

力しなければならない。 

 

（住民登録の監督） 

第９条 事業認定者は、賃貸住宅に入居する者に対して、本町に住民基本台帳法（昭和

４２年法律第８１号）に基づく住民登録をする旨を監督しなければならない。 

２ 事業認定者は、前項において住民登録を行わずに入居する者がある場合、その理由

を付して町長に報告しなければならない。 

 

（その他） 

第１０条 この要綱の実施に関し、必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、平成２３年３月３１日限りその効力を失う。ただし、平成２３年３月

３１日までに、第３条の認定を受けた事業は、効力を有するものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、平成２６年３月３１日限りその効力を失う。ただし、平成２６年３月

３１日までに、第３条の認定を受けた事業は、効力を有するものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、平成２７年３月３１日限りその効力を失う。ただし、平成２７年３月

３１日までに、第３条の認定を受けた事業は、効力を有するものとする。 
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附 則 

１ この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、平成２８年３月３１日限りその効力を失う。ただし、平成２８年３月

３１日までに、第３条の認定を受けた事業は、効力を有するものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、平成２９年３月３１日限りその効力を失う。ただし、平成２９年３月

３１日までに、第３条の認定を受けた事業は、効力を有するものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、平成３０年３月３１日限りその効力を失う。ただし、平成３０年３月

３１日までに、第３条の認定を受けた事業は、効力を有するものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和２年３月３１日限りその効力を失う。ただし、令和２年３月３１

日までに、第３条の認定を受けた事業は、効力を有するものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和５年３月３１日限りその効力を失う。ただし、令和５年３月３１

日までに、第３条の認定を受けた事業は、効力を有するものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和８年３月３１日限りその効力を失う。 
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別表第１ （４９．５㎡以上の戸建住宅の住宅の助成額） 

  （い） （ろ） 

 住宅建設者 

賃貸住宅の建築に係

る主たる施工者が町

内業者による場合 

（い）以外による場合 

（１） 
町内に住所を有する個人

又は法人 

１８０万円を限度と

して３．３平方メート

ル当たり９万円 

１１０万円を限度と

して３．３平方メート

ル当たり５．５万円 

（２） （１）以外の者 

１６５万円を限度と

して３．３平方メート

ル当たり８万円 

１００万円を限度と

して３．３平方メート

ル当たり５万円 

 

別表第２  （４９．５㎡以上の集合住宅の助成額） 

  （い） （ろ） 

 住宅建設者 

賃貸住宅の建築に係

る主たる施工者が町

内業者による場合 

（い）以外による場合 

（１） 
町内に住所を有する個人

又は法人 

１５０万円を限度と

して３．３平方メート

ル当たり７．５万円 

８５万円を限度とし

て３．３平方メートル

当たり４万円 

（２） （１）以外の者 

１４０万円を限度と

して３．３平方メート

ル当たり７万円 

７５万円を限度とし

て３．３平方メートル

当たり３．５万円 

 

別表第３  （１９．８㎡以上４９．５㎡未満の戸建住宅又は集合住宅の助成額） 

  （い） （ろ） 

 住宅建設者 

賃貸住宅の建築に係

る主たる施工者が町

内業者による場合 

（い）以外による場合 

（１） 
町内に住所を有する個人

又は法人 

７５万円を限度とし

て３．３平方メートル

当たり９万円 

４５万円を限度とし

て３．３平方メートル

当たり５．５万円 

（２） （１）以外の者 

７０万円を限度とし

て３．３平方メートル

当たり８万円 

４０万円を限度とし

て３．３平方メートル

当たり４．５万円 
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別表第４ （４９．５㎡以上の上士幌型脱炭素住宅（戸建住宅）の助成額） 

  （い） （ろ） 

 住宅建設者 

賃貸住宅の建築に係

る主たる施工者が町

内業者による場合 

（い）以外による場合 

（１） 
町内に住所を有する個人

又は法人 

２６０万円を限度と

して３．３平方メート

ル当たり１３万円 

１５０万円を限度と

して３．３平方メート

ル当たり７．５万円 

（２） （１）以外の者 

２４０万円を限度と

して３．３平方メート

ル当たり１２万円 

１４０万円を限度と

して３．３平方メート

ル当たり７万円 

別表第５  （４９．５㎡以上の上士幌型脱炭素住宅（集合住宅）の助成額） 

  （い） （ろ） 

 住宅建設者 

賃貸住宅の建築に係

る主たる施工者が町

内業者による場合 

（い）以外による場合 

（１） 
町内に住所を有する個人

又は法人 

２２０万円を限度と

して３．３平方メート

ル当たり１１万円 

１２０万円を限度と

して３．３平方メート

ル当たり６万円 

（２） （１）以外の者 

２００万円を限度と

して３．３平方メート

ル当たり１０万円 

１１０万円を限度と

して３．３平方メート

ル当たり５．５万円 

別表第６ （１９．８㎡以上４９．５㎡未満の上士幌型脱炭素住宅（戸建住宅又は集合

住宅）の助成額） 

  （い） （ろ） 

 住宅建設者 

賃貸住宅の建築に係

る主たる施工者が町

内業者による場合 

（い）以外による場合 

（１） 
町内に住所を有する個人

又は法人 

１０５万円を限度と

して３．３平方メート

ル当たり１２．５万円 

６５万円を限度とし

て３．３平方メートル

当たり７．５万円 

（２） （１）以外の者 

９５万円を限度とし

て３．３平方メートル

当たり１１．５万円 

５５万円を限度とし

て３．３平方メートル

当たり６．５万円 

 


